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 (百万円未満切捨て) 

１. 平成24年１月期の連結業績（平成23年２月１日～平成24年１月31日） 
 (1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24年１月期 8,364 21.8 1,275 65.5 1,280 66.5 651 70.8 

23年１月期 6,865 6.4 770 59.8 769 46.7 381 75.6 

(注) 包括利益 24年１月期 652百万円（－％）  23年１月期 372百万円（－％） 

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

自己資本 

当期純利益率 

総資産 

経常利益率 

売上高 

営業利益率 
 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

24年１月期 172 02 165 12 19.1 28.6 15.3 

23年１月期 2,111 19 － － 16.7 23.8 11.2 

(参考) 持分法投資損益 24年１月期 －百万円  23年１月期 －百万円 

 

 (2) 連結財政状態  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

24年１月期 5,415 4,353 80.4 1,022 87 

23年１月期 3,535 2,479 70.1 13,710 07 

 (参考) 自己資本  24年１月期 4,353百万円  23年１月期 2,478百万円 

 

 (3) 連結キャッシュ・フローの状況  

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

24年１月期 803 △119 1,014 3,712 

23年１月期 612 △114 △55 2,018 

 

２. 配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 配当性向 純資産配当率 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 （合計） （連結） （連結） 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

23年１月期 － － 0 00 － － 570 00 570 00 103 27.0 4.5 

24年１月期 － － 0 00 － － 38 00 38 00 161 22.1 4.4 

25年１月期(予想) － － 0 00 － － 44 00 44 00  24.4  

 

３. 平成25年１月期の連結業績予想（平成24年２月１日～平成25年１月31日) 
(％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円   銭 

第２四半期（累計） 4,193 9.8 517 △1.6 517 △6.7 283 △5.1 66 53 

通期 9,140 9.3 1,350 5.9 1,340 4.6 766 17.5 180 00 

http://www.poletowin-pitcrew-holdings.co.jp/


４. その他 

 (1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無 

 (2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  ① 会計基準等の改正に伴う変更    ： 有 

  ② ①以外の変更           ： 無 
(注) 詳細は、添付資料P.17「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

 (3) 発行済株式数（普通株式） 

  ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年１月期 4,256,000株 23年１月期 180,800株 

  ② 期末自己株式数 24年１月期 －株 23年１月期 －株 

  ③ 期中平均株式数 24年１月期 3,789,589株 23年１月期 180,800株 
(注) 平成23年７月13日付で、普通株式１株を20株に分割しております。 

 

（参考）個別業績の概要 

１．平成 24 年１月期の個別業績（平成 23 年２月１日～平成 24 年１月 31 日） 
(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24 年１月期 500 88.1 188 662.2 178 568.5 134 421.8 

23 年１月期 266 266.7 24 78.3 26 97.3 25 103.4 
 

 
１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
円 銭 円 銭 

24 年１月期 35 42 34 00 

23 年 1 月期 142 29 － － 

(2）個別財政状態 
 

 
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
百万円 百万円 ％ 円 銭 

24 年１月期 3,084 3,050 98.9 716 81 

23 年１月期 1,770 1,694 95.7 9,373 63 

（参考） 自己資本 24 年１月期 3,050 百万円  23 年１月期 1,694 百万円 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい

て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 (将来に関する記述等についてのご注意) 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性

があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決

算短信（添付資料）１ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

 (決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法) 

   決算補足説明資料はTDnetで同日開示しております。また、当社は、平成24年３月13日（火）にアナリ

スト・機関投資家向け説明会を開催する予定です。決算説明会資料は、説明会開催後速やかに東京証券

取引所ホームページ（東証上場会社情報サービス）に掲載します。 

 (その他) 

 当社は、平成23年７月13日付で、普通株式１株を20株に分割いたしました。その結果、発行済株式総

数は分割前の180,800株から、分割後は3,616,000株となりました。当該分割が前連結会計年度の開始日

（平成22年２月１日）に行われたと仮定した場合の、前連結会計年度における１株当たり情報は以下の

通りであります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社株式

は平成23年１月期においては非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 
 平成23年１月期 

 円 銭 

１株当たり純資産 685 50 

１株当たり当期純利益 105 56 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － － 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度における我が国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響により雇用や企業収益

面では依然として厳しい状況が続いておりますが、全体としては徐々に緩やかな持ち直し傾向にあります。一方

で、欧州政府債務危機に端を発する世界の経済的緊張や円高基調により、輸出産業を中心に厳しい状況が続いてお

ります。 

このような経済状況のもと、デバッグ・検証事業の関連市場である家庭用ゲーム市場においては、昨年春に発売

された「ニンテンドー３ＤＳ」の普及が進み、また、昨年末には「PlayStation Vita」が発売される等、ハード分

野から回復基調にあります。ソーシャルゲーム市場においては、大手ソーシャルゲームプラットフォーム会社の積

極的な海外展開が加速するとともに、家庭用ゲームソフトメーカーが有名版権を使用したコンテンツを続々と提供

しており、国内外においてソーシャルゲーム市場の一層の拡大が期待されております。 

ネット看視事業の関連市場であるインターネットビジネス市場は、個人、法人ともソーシャルネットの利用が活

発化し、誰もが安心・安全にインターネットを利用できるようにするための投稿看視、ユーザーサポートの需要が

増しております。ソーシャルゲームにおいては、リリース後の頻繁なアップデートやユーザー対応が不可欠である

ことから、継続的なデバッグやユーザーサポートの重要性が増しております。また、インターネット上でのなりす

まし、不正アクセス、不適切なネット広告等による被害が増加傾向にあり、これらの対策も急務となっておりま

す。 

当社グループにおいては、顧客企業の事業多角化や海外展開、業務プロセスの高度化や複雑化にともない発生す

る様々な業務に対して「人の手によるサポートサービス」を軸に受注拡大を行うとともに、当社グループ会社間の

連携強化によるシナジーを発揮し、顧客企業にとって利便性の高い「ワンストップ・フルサービス」の提供を推進

しております。国内においては、新型ゲーム機の普及により拡大が期待される家庭用ゲームソフトや、スマートフ

ォンの普及により増加傾向にあるソーシャルゲームのデバッグ及びユーザーサポートの受注活動を推進いたしまし

た。米国現地法人であるPole To Win America, Inc.においては、日系企業や現地企業からのデバッグ、ローカラ

イズ（翻訳）等の受注が堅調に増加しております。また、昨年８月には英国ロンドン近郊に同社の欧州支店を設立

し、欧州現地スタッフによるローカライズ、デバッグ作業ができるスタジオの設立準備も進めております。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は8,364,220千円（前年同期比21.8％増）、営業利益は1,275,609千円（同

65.5％増）、経常利益は1,280,759千円（同66.5％増）、当期純利益は651,890千円（同70.8％増）となりました。 

   

 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

① デバッグ・検証事業 

当事業におきましては、国内においては、東日本大震災の影響による市場の混乱や顧客企業の予算縮小、開発

の延期や中止が懸念されましたが、顧客の状況やニーズをいち早く把握し、きめ細やかな対応、提案に努めた結

果、家庭用ゲームソフト、ソーシャルゲーム、アミューズメント機器それぞれの分野においてデバッグの受注が

増加し、ポールトゥウィン株式会社では、横浜スタジオの増床を行い、受注拡大に対応いたしました。また、海

外においては、Ｅ３（Electronic Entertainment Expo）への参加等により日系企業、現地企業との商談を行

い、Pole To Win America, Inc.の取引顧客社数が55社となり受注が堅調に増加したこと等により、デバッグ・

検証事業の売上高は6,015,039千円（前年同期比27.9％増）、営業利益は1,166,164千円（同70.9％増）となりま

した。 

  

② ネット看視事業 

当事業におきましては、ソーシャルゲーム向けユーザーサポート、ネット上の広告審査の受注が増加してお

り、ピットクルー株式会社では、中部サポートセンターの移転増床、札幌サポートセンターの増床を行い、受注

拡大に対応いたしました。教育委員会、学校法人からの委託により学校裏サイトを調査するスクールネットパト

ロールの受注も順調に推移しており、平成23年度においては14自治体から受託しております。また、ポートサイ

ド株式会社においては、ネット系の銀行や広告代理店、保険代理店へ不正アクセス検知・判定システムを提供し

たこと等により、ネット看視事業の売上高は2,342,044千円（前年同期比9.2％増）となりましたが、サポートセ

ンター増床費用等の増加により、営業利益は58,172千円（同29.6％減）となりました。 

  

③ その他 

 当事業におきましては、これまで当社グループ内になかったＢtoＣビジネスとして、株式会社第一書林におい

て「シネマテーク動画教室」を７月より開講し、新ビジネスとして取り組みました。売上高は7,136千円（前年

同期比58.5％減）、営業損失は14,444千円（前年同期は7,310千円の損失）となりました。 
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（次期の見通し） 

 次期の見通しにつきましては、引き続き、欧州政府債務危機の深刻化、円高の進行、電力供給の制約等のリスク

があるものの、国内の景気は穏やかに回復していくことが見込まれております。 

 このような経済環境のもと、当社グループにおいては、グループシナジーを発揮し、顧客企業にとって利便性の

高いワンストップ・フルサービスをより迅速に提供するため、平成24年２月よりグループ主要事業会社の営業、管

理部門を一箇所に集約いたしました。 

  

 セグメントの見通しを示すと、次のとおりであります。  

  

① デバッグ・検証事業  

 ソーシャルゲーム市場は、ゲームの質の向上や種類の増加、ユーザー層の拡大により国内外での成長が見込ま

れております。家庭用ゲーム市場も昨年発売された新型ゲーム機の普及が進むとともに、今年は「Wii U」の発

売が予定されていることから堅調に推移するものと予測されます。当社グループにおいては、顧客企業の細やか

なニーズを把握し、対応することにより、各分野のデバッグ、検証、ローカライズをグローバルに受注してまい

ります。 

 また、ネット看視事業との連携をより深め、顧客企業の開発段階から発売・サービスイン後のサポートまでき

め細やかに対応し、事業の拡大を図ってまいります。  

  

② ネット看視事業 

 インターネットビジネス市場は、消費者向け電子商取引、インターネット広告、ソーシャルゲーム、ソーシャ

ルメディア等の拡大が見込まれ、これにより、出品物や広告の審査、ユーザーからの問い合わせ対応、ソーシャ

ルメディアの運営サポート等が増加するものと見込まれます。当社グループにおいては、Ｅコマースに付随する

広告審査、不正検知、ユーザーサポート等のトータル受注、ソーシャルネットに付随するユーザーサポート、運

営サポート等の受注に努めてまいります。 

  

③ その他  

 当社グループ内外に対する市場調査、出版・メディアに関する事業を行っております。これまで当社グループ

内になかったＢtoＣビジネスとしての「シネマテーク動画教室」を引き続き開講するとともに、新ビジネスの調

査等を行ってまいります。 

  

 以上により、平成25年１月期の業績につきましては、業務拡大に対応した管理者育成、必要設備機材整備、海外

展開を進めることによる費用増加を見込むため、売上高営業利益率は前期より低下する見込みでありますが、売上

高9,140百万円（前期比9.3％増）、営業利益1,350百万円(前期比5.9％増)、経常利益1,340百万円（前期比4.6％

増）、当期純利益766百万円（前期比17.5％増）を見込んでおります。 

   

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況   

（資産の部） 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて1,797,349千円（57.5％）増加し、4,922,535千円となりました。これ

は、主に株式の発行等により現金及び預金が1,657,512千円増加したこと等によります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて82,835千円（20.2％）増加し、493,367千円となりました。これは、

主に本社移転、事業所増設により、敷金・保証金が50,427千円増加したこと等によります。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて1,880,185千円（53.2％）増加し、5,415,903千円となりまし

た。 

（負債の部） 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて28,299千円（2.8％）増加し、1,027,929千円となりました。これは、

短期借入金が120,000千円減少しましたが、未払金が80,303千円、未払法人税等が53,589千円増加したこと等に

よります。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて22,003千円（38.8％）減少し、34,634千円となりました。これは、主

に長期借入金が29,362千円減少したこと等によります。 

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて6,295千円（0.6％）増加し、1,062,564千円となりまし

た。 
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（純資産の部） 

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1,873,889千円（75.6％）増加し、4,353,338千円となりました。こ

れは、主に株式の発行により資本金が662,400千円、資本剰余金が662,400千円増加し、利益剰余金が548,834千

円増加したこと等によります。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比べて

1,694,496千円増加し、3,712,742千円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、＋803,893千円（前年同期比31.3％増）となりました。主な要因は、

税金等調整前当期純利益＋1,237,580千円、売上債権の増減額△184,774千円、法人税等の支払額△555,190千円

等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、△119,150千円（同3.8％増）となりました。主な要因は、敷金及び保

証金の差入による支出△65,127千円、有形固定資産の取得による支出△61,194千円等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、＋1,014,520千円（前年同期は△55,704千円）となりました。主な要

因は、株式の発行による収入＋1,312,930千円等であります。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成22年１月期 平成23年１月期 平成24年１月期 

 自己資本比率（％）  71.5  70.1  80.4 

 時価ベースの自己資本比率（％）  － －  195.6 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  1.0  0.3  0.0 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  53.7  194.0  430.7 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注）２ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。なお、平成22年１月期か

ら平成23年１月期の時価ベースの自己資本比率につきましては、非上場であったため、記載しており

ません。 

（注）３ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注）４ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象と

しております。 

（注）５ 利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しており、成長性を維持するための将来における事

業展開に必要な内部留保と、当社グループの財政状態等を総合的に勘案しながら、連結ベースの当期純利益に対し

25％の配当性向を目途に、年１回の期末配当を実施することを基本方針としております。 

 また、内部留保資金の使途については、競争激化に対応するためのシステム投資及び人員の拡充並びに将来の事

業展開に備えた投資資金等に充当したいと考えております。 

 なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨、定款で定めており、配当の決定

機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 今期の期末配当につきましては、平成24年４月に開催予定の定時株主総会決議を前提として、上記基本方針のも

と、１株につき38円を予定しております。次期の期末配当につきましては、１株につき44円を予定しております。 
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２．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、ソフトウェア・ハードウェアの品質向上をサポートするために不具合の検出を行うデバッグ・

検証事業、インターネットの健全な成長をサポートするために種々のコンテンツに含まれる違法有害情報の検出や

不正利用の検出を行うネット看視事業を主要な事業としております。顧客企業の業務プロセスのＩＴ化、システム

化が進む中、最終的に「人」によるチェック、テスト、看視や審査が必要な事業領域に対してサービスを提供して

おり、現在においては、ゲーム業界及びインターネット業界を主たる事業領域としております。 

 当社グループでは、「Create Customer Value」という企業理念に基づき、「人間にしかできないこと」と「よ

り高品質なシステム」の融合を図り、顧客企業の最善のパートナーとして、使い勝手のよいサポートサービスの提

供に全力を尽くしてまいります。 

   

（２）目標とする経営指標 

  当社グループは、顧客企業の最善のパートナーとして企業価値向上のサポート業務を安定的に行い続けるため、

一定の事業規模と収益性を重視し、売上高と売上高利益率を重要な経営指標であると位置づけております。  

  

（３）中長期的な会社の経営戦略、会社の対処すべき課題 

 昨今のゲームビジネスのグローバル展開の加速により、ゲームのローカライズの需要は拡大しております。複数

のハード向けのマルチプラットフォーム展開や世界同時発売などにより、ローカライズで対応すべきハードや言語

の種類も増えております。同時期にそれらの作業が進行することから、高度なプロジェクトのマネジメントも要求

されます。今後は欧米言語のみならずアジア言語の需要も増加していくものと推測されます。また、デジタル製品

分野における不具合を低減するため企業は品質向上への取り組みが重要課題となっております。 

 インターネットについては、高速通信環境の普及に伴いマスメディア、ゲーム、掲示板、ＳＮＳ、ＥＣ等、様々

なサービスやコンテンツをより高速で快適に利用しやすい環境が整いつつあります。一方で、インターネットを利

用した不正行為やインターネット上での違法有害情報流通が社会問題として顕在化しており、実際にインターネッ

ト上の問題から派生した事件・事故等も発生していることから、インターネットの安全・安心に対する意識は更な

る高まりを見せております。 

 当社グループは、「世の中がどれだけシステム化が進んでも、最終的に人が行わなければならない確認・チェッ

クがある。」という企業使命を実現するために、ソフト・ハードのデバッグ・検証、ネット看視を事業化いたしま

した。当社グループといたしましては、デバッグ・検証サービス及びネット看視サービスの先駆者として、市場で

の更なるシェア拡大、グローバル展開による市場の地理的拡大、新サービス創出による他業界取引の拡大に積極的

に取り組むとともに、経営管理体制を充実させることが課題であると認識しており、特に以下の点に留意し、経営

活動に取り組んでまいります。 

  

① グループのブランド化 

 当社グループは、国内初のデバッグ・検証業界、ネット看視業界の専業事業者として、顧客企業の要求する品

質を維持し、ノウハウを蓄積してまいりましたが、顧客企業により安心してアウトソースして頂くためには、グ

ループ全体としてブランド力を構築していく必要があると認識しております。そのためには、今後はグループと

して事業間のシナジー効果を引き出し、ソーシャルアプリ運営者に対するデバッグとユーザーサポートの提供

等、当社グループによるワンストップ・フルサービスを提案、提供し続けることにより、グループ全体としての

ブランド力構築に努めてまいります。 

  

② デバッグ・検証事業の海外展開 

 デバッグ・検証事業における収益の大部分は、国内におけるエンタテインメント性のあるソフトウェア又はデ

ジタルコンテンツに関連したものとなっております。昨今のゲームビジネスは、グローバル展開を加速してお

り、海外進出をしている、または、しようとしている開発メーカーに対するサポート体制の構築が必要となりま

す。 

 当事業では、国内でのサービス展開に留まらず、海外へのサービス展開も長期持続的な成長を遂げるために必

要な経営課題として認識しております。 

 ポールトゥウィン株式会社では、当該課題に対応するため、平成21年５月に米国カリフォルニア州に子会社と

してPole To Win America,Inc.を設立し、平成23年８月には英国に当該子会社の欧州支店を開設しております。

欧州支店は設立準備段階ではありますが、今後更なる海外での受託拡大に備え、体制強化を続けてまいります。

デバッグ・検証事業では、18年以上にわたり培った経験やノウハウを余すことなく活用し、顧客企業のニーズに

応えるサービスを提供していくことを目指します。 
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③ ネット看視事業の多様化 

 ピットクルー株式会社では、平成12年設立以来、進化し続けるインターネット環境に対応したソリューション

サービスを開発してきております。業界において最も早く設立されたネット看視専業業者であり、コア人材の高

さに加え、インターネット上の不正取引のプロファイリング、模倣品対策、ユーザーサポートにおける各種テン

プレート等のノウハウが蓄積され、また、多くの大手ＩＴ企業を顧客に持つことから、投稿看視から派生して、

スクールネットパトロールサービス、広告審査サービス、Ｅコマース不正対策、保険会社代理店ホームページ審

査など、最先端のＩＴサービスに対応して当社のソリューションサービスも増え続けております。 

 今後も、インターネット上に発生する違法有害情報、不正利用に対して、迅速に新サービス、サポートを企画

し、提供することが重要な課題であると認識し、サービスの多様化、他業種への展開を進めてまいります。 

  

④ ネット看視事業における有人看視とシステム看視の融合による効率化 

 ピットクルー株式会社では、人の目による精度の高い有人看視を中心に行ってまいりましたが、昨今のインタ

ーネット上の情報量の増加、画像、動画など情報形式の多様化に伴い、人の目だけによらない効率的な看視も求

められつつあります。 

 人の目だけに頼り切らない、また、システムだけに頼り切らない精度の高い効率的な看視を実現するために、

ポートサイド株式会社では、画像、動画検索技術の開発を行ってまいります。 
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３．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

（単位：千円） 

          前連結会計年度 

(平成23年１月31日) 

当連結会計年度 

(平成24年１月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 2,076,043 3,733,555 
    受取手形及び売掛金 878,645 1,062,101 
    繰延税金資産 39,056 55,693 
    その他 136,570 72,057 
    貸倒引当金 △5,129 △873 
    流動資産合計 3,125,185 4,922,535 
  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 64,256 83,946 
        減価償却累計額 △27,006 △29,043 
        建物及び構築物（純額） 37,249 54,903 
      機械装置及び運搬具 2,344 2,275 
        減価償却累計額 △1,379 △1,506 
        機械装置及び運搬具（純額） 965 769 
      工具、器具及び備品 114,357 154,785 
        減価償却累計額 △79,343 △102,071 
        工具、器具及び備品（純額） 35,013 52,714 
      有形固定資産合計 73,228 108,387 
    無形固定資産     

      ソフトウエア 41,496 45,772 
      その他 2,126 2,126 
      無形固定資産合計 43,622 47,899 
    投資その他の資産     

      投資有価証券 39,026 36,860 
      敷金及び保証金 176,887 227,315 
      繰延税金資産 40,694 38,530 
      その他 37,349 34,375 
      貸倒引当金 △277 － 
      投資その他の資産合計 293,681 337,081 
    固定資産合計 410,532 493,367 
  資産合計 3,535,717 5,415,903 
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（単位：千円） 

      前連結会計年度 

(平成23年１月31日) 

当連結会計年度 

(平成24年１月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    短期借入金 120,000 － 
    1年内返済予定の長期借入金 46,992 1,000 
    未払金 429,319 509,623 
    未払費用 13,024 19,905 
    未払法人税等 328,375 381,965 
    賞与引当金 9,485 9,381 
    その他 52,433 106,054 
    流動負債合計 999,630 1,027,929 
  固定負債     

    長期借入金 29,362 － 
    退職給付引当金 25,377 33,063 
    その他 1,899 1,571 
    固定負債合計 56,638 34,634 
  負債合計 1,056,268 1,062,564 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 50,000 712,400 
    資本剰余金 96,454 758,854 
    利益剰余金 2,338,532 2,887,367 
    株主資本合計 2,484,987 4,358,622 
  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 4,635 3,668 
    為替換算調整勘定 △10,841 △8,952 
    その他の包括利益累計額合計 △6,206 △5,283 
  少数株主持分 667 － 
  純資産合計 2,479,449 4,353,338 

負債純資産合計 3,535,717 5,415,903 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

（連結損益計算書） 

（単位：千円） 

    
前連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 

 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年２月１日 

 至 平成24年１月31日) 

売上高 6,865,606 8,364,220 

売上原価 4,786,756 5,535,603 

売上総利益 2,078,850 2,828,616 

販売費及び一般管理費 1,307,967 1,553,007 

営業利益 770,882 1,275,609 

営業外収益     

  受取利息 3,342 547 
  受取配当金 9 10 
  消費税等調整額 2,335 1,426 
  保険解約返戻金 3,391 22,091 
  助成金収入 11,700 8,862 
  その他 838 4,879 
  営業外収益合計 21,618 37,818 

営業外費用     

  支払利息 3,155 2,078 
  震災支援費 － 4,667 
  株式交付費 － 11,870 
  為替差損 19,509 14,051 
  その他 481 － 
  営業外費用合計 23,146 32,667 

経常利益 769,354 1,280,759 

特別利益     

  受取補償金 14,470 － 
  貸倒引当金戻入額 － 4,246 
  その他 543 － 
  特別利益合計 15,013 4,246 

特別損失     

  資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,367 
  固定資産除却損 5,563 1,190 
  投資有価証券評価損 7,126 8,999 
  事務所移転費用 12,260 26,867 
  その他 1,161 － 
  特別損失合計 26,111 47,425 

税金等調整前当期純利益 758,256 1,237,580 

法人税、住民税及び事業税 405,537 599,631 

法人税等調整額 △25,984 △13,274 

法人税等合計 379,552 586,357 

少数株主損益調整前当期純利益 － 651,223 

少数株主損失（△） △3,000 △667 

当期純利益 381,703 651,890 
        

  



ポールトゥウィン・ピットクルーホールディングス㈱ 

（3657）平成 24 年１月期 決算短信 

－ 9 － 

（連結包括利益計算書） 

（単位：千円） 

    
前連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 

 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年２月１日 

 至 平成24年１月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 651,223 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 － △967 
  為替換算調整勘定 － 1,889 
  その他の包括利益合計 － ※2 922 

包括利益 － ※1 652,145 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 － 652,813 
  少数株主に係る包括利益 － △667 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円） 

        
前連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 

 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年２月１日 

 至 平成24年１月31日) 

株主資本     

  資本金     

    前期末残高 50,000 50,000 
    当期変動額     

      新株の発行 － 662,400 
      当期変動額合計 － 662,400 
    当期末残高 50,000 712,400 
  資本剰余金     

    前期末残高 96,454 96,454 
    当期変動額     

      新株の発行 － 662,400 
      当期変動額合計 － 662,400 
    当期末残高 96,454 758,854 
  利益剰余金     

    前期末残高 1,956,829 2,338,532 
    当期変動額     

      剰余金の配当 － △103,056 
      当期純利益 381,703 651,890 
      当期変動額合計 381,703 548,834 
    当期末残高 2,338,532 2,887,367 
  株主資本合計     

    前期末残高 2,103,283 2,484,987 
    当期変動額     

      新株の発行 － 1,324,800 
      剰余金の配当 － △103,056 
      当期純利益 381,703 651,890 
      当期変動額合計 381,703 1,873,634 
    当期末残高 2,484,987 4,358,622 
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（単位：千円） 

        
前連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 

 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年２月１日 

 至 平成24年１月31日) 

その他の包括利益累計額     

  その他有価証券評価差額金     

    前期末残高 3,605 4,635 
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純

額） 
1,030 △967 

      当期変動額合計 1,030 △967 
    当期末残高 4,635 3,668 
  為替換算調整勘定     

    前期末残高 △3,838 △10,841 
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純

額） 
△7,002 1,889 

      当期変動額合計 △7,002 1,889 
    当期末残高 △10,841 △8,952 
  その他の包括利益累計額合計     

    前期末残高 △233 △6,206 
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純

額） 
△5,972 922 

      当期変動額合計 △5,972 922 
    当期末残高 △6,206 △5,283 

少数株主持分     

  前期末残高 － 667 
  当期変動額     

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 667 △667 
    当期変動額合計 667 △667 
  当期末残高 667 － 

純資産合計     

  前期末残高 2,103,050 2,479,449 
  当期変動額     

    新株の発行 － 1,324,800 
    剰余金の配当 － △103,056 
    当期純利益 381,703 651,890 
    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,304 254 
    当期変動額合計 376,398 1,873,889 
  当期末残高 2,479,449 4,353,338 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

    
前連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 

 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年２月１日 

 至 平成24年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 758,256 1,237,580 
  減価償却費 40,567 50,843 
  のれん償却額 12,684 － 
  貸倒引当金の増減額（△は減少） △367 △4,533 
  賞与引当金の増減額（△は減少） △1,764 △103 
  退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,335 7,685 
  資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,367 
  受取利息及び受取配当金 △3,352 △558 
  支払利息 3,155 2,078 
  株式交付費 － 11,870 
  為替差損益（△は益） 5,296 7,573 
  固定資産除却損 5,563 1,190 
  投資有価証券評価損益（△は益） 7,126 8,999 
  売上債権の増減額（△は増加） △1,063 △184,774 
  未収入金の増減額（△は増加） △68,746 79,716 
  未払金の増減額（△は減少） 15,409 75,153 
  未払費用の増減額（△は減少） △11,915 6,873 
  預り金の増減額（△は減少） △46,986 3,602 
  その他 △22,675 46,815 
  小計 695,522 1,360,383 
  利息及び配当金の受取額 3,413 566 
  利息の支払額 △3,155 △1,866 
  法人税等の支払額 △83,499 △555,190 
  営業活動によるキャッシュ・フロー 612,281 803,893 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の増減額（△は増加） △11,045 36,984 
  有形固定資産の取得による支出 △20,640 △61,194 
  有形固定資産の売却による収入 1,021 105 
  無形固定資産の取得による支出 △23,590 △25,820 

  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ

る支出 
△34,752 － 

  投資有価証券の取得による支出 － △9,000 
  貸付けによる支出 △1,600 △466 
  貸付金の回収による収入 550 1,571 
  出資金の払込による支出 △31,500 － 
  敷金及び保証金の差入による支出 △14,844 △65,127 
  敷金及び保証金の回収による収入 21,620 3,796 
  投資活動によるキャッシュ・フロー △114,782 △119,150 
        

  



ポールトゥウィン・ピットクルーホールディングス㈱ 

（3657）平成 24 年１月期 決算短信 

－ 13 － 

（単位：千円） 

    
前連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 

 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年２月１日 

 至 平成24年１月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 9,514 △120,000 
  長期借入金の返済による支出 △68,219 △75,354 
  株式の発行による収入 － 1,312,930 
  配当金の支払額 － △103,056 
  少数株主からの払込みによる収入 3,000 － 
  財務活動によるキャッシュ・フロー △55,704 1,014,520 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10,362 △4,766 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 431,432 1,694,496 

現金及び現金同等物の期首残高 1,586,813 2,018,245 

現金及び現金同等物の期末残高 2,018,245 3,712,742 
        

  



ポールトゥウィン・ピットクルーホールディングス㈱ 

（3657）平成 24 年１月期 決算短信 

－ 14 － 

（５）継続企業の前提に関する注記 

  該当事項はありません。 
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（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 ８社 

連結子会社名 

  ポールトゥウィン株式会社 

  ピットクルー株式会社 

  ポートサイド株式会社 

  上海申発軟件有限公司 

  株式会社第一総合研究所 

  株式会社第一書林 

  Pole To Win America,Inc. 

  株式会社猿楽庁  

 株式会社猿楽庁は平成22年３月31日の株

式取得に伴い、当連結会計年度より連結子

会社となりました。なお、みなし取得日を

平成22年４月１日としております。 

 また、ポートサイド株式会社については

新たに設立したため、当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。 

 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 ８社 

連結子会社名 

  ポールトゥウィン株式会社 

  ピットクルー株式会社 

  ポートサイド株式会社 

  上海申発軟件有限公司 

  株式会社第一総合研究所 

  株式会社第一書林 

  Pole To Win America,Inc. 

  株式会社猿楽庁 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、上海申発軟件有限公

司及びPole To Win America, Inc.の決算

日は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

  

  

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

ａ その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しておりま

す。 

① 有価証券 

ａ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

   

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。ただし、  

平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物   10年～22年 

工具、器具及び備品 ４年～12年 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。ただし、  

平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物   10年～18年 

工具、器具及び備品 ４年～10年   
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

② 無形固定資産 

同左 

  

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当連結会計年度に負担す

べき額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務（簡

便法による期末自己都合要支給額）を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び負債並びに

収益及び費用は、在外子会社の決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定に

含めております。 

同左 

(5) 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

──────  手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

的投資からなっております。 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。ただし、免税事

業者に該当する連結子会社については税込

方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

────── 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの効果の発現する

期間を合理的に見積もり、当該期間にわた

り均等償却しております。 

 ただし、金額の僅少なものについては発

生時に一括で償却しております。 

────── 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

的投資からなっております。 

────── 
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益は

それぞれ2,590千円、税金等調整前当期純利益は12,957千

円減少しております。 

   

 表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

────── （連結損益計算書関係） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21

年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益

調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

  

 追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用してお

ります。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その

他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、

「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金

額を記載しております。   

  

（８）連結財務諸表に関する注記事項 

（連結包括利益計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成23年２月１日  至 平成24年１月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

親会社株式に係る包括利益  375,730千円  

少数株主に係る包括利益 △3,000 

計 372,730 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

その他有価証券評価差額金 1,030千円 

為替換算調整勘定 △7,002 

計 △5,972   
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（セグメント情報等） 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

  
デバッグ・
検証事業 
（千円） 

ネット看視
事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                               

売上高                               

(1) 外部顧客に対する売上高 4,703,748 2,144,647 17,210 6,865,606 － 6,865,606 

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
11,971 － 2,400 14,371 △14,371 － 

計 4,715,719 2,144,647 19,610 6,879,977 △14,371 6,865,606 

営業費用 4,033,320 2,062,073 26,921 6,122,316 △27,591 6,094,724 

営業利益又は営業損失（△） 682,398 82,573 △7,310 757,661 13,220 770,882 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
                              

資産 2,783,626 705,019 65,800 3,554,446 △18,728 3,535,717 

減価償却費 21,881 18,685 － 40,567 － 40,567 

資本的支出 20,537 27,373 － 47,910 － 47,910 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

(1) デバッグ・検証事業：デバッグサービス、検証サービス、翻訳サービス 

(2) ネット看視事業：ネット看視サービス、ユーザーサポートサービス 

(3) その他事業：市場調査、出版・メディアに関する事業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は251,774千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は24,195千円であり、その主なものは、当社グル

ープの余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等でありま

す。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

ｃ．海外売上高 

前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

ｄ．セグメント情報 

当連結会計年度（自  平成23年２月１日  至  平成24年１月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社は、ソフトウェア・ハードウェアの品質向上をサポートするために不具合の検出を行うデバッグ・

検証事業及びインターネットの健全な成長をサポートするために種々のコンテンツに含まれる違法有害情

報の検出や不正利用の検出を行うネット看視事業を主要な事業としております。 
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 したがって、当社は、経営組織の形態とサービスの特性に基づいて、「デバッグ・検証事業」及び「ネ

ット看視事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 各セグメントの主な業務は、「デバッグ・検証事業」は、デバッグサービス、検証サービス及び翻訳サ

ービスに関する業務を行っております。「ネット看視事業」は、ネット看視サービス及びユーザーサポー

トサービスに関する業務を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益又は損失は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高又は

振替高は、第三者間取引価格に基づいております。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度（自 平成22年２月１日  至 平成23年１月31日） 

 従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として、「セグメント情報

等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）等に準拠した場合と同様の情報

が開示されているため、記載を省略しております。 

  

 当連結会計年度（自 平成23年２月１日  至 平成24年１月31日） 

  （単位：千円）   

  

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

連結財務諸
表計上額 
（注）３ 

デバッグ・
検証事業 

ネット看視
事業 

計 

売上高               

外部顧客への売上高 6,015,039 2,342,044 8,357,084 7,136 8,364,220     － 8,364,220 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
55,573 2,944 58,517 16,320 74,837 △74,837     － 

計 6,070,613 2,344,988 8,415,601 23,456 8,439,058 △74,837 8,364,220 

セグメント利益 

又は損失（△） 
1,166,164 58,172 1,224,336 △14,444 1,209,891 65,717 1,275,609 

セグメント資産 3,520,822 760,666 4,281,488 56,239 4,337,728 1,078,174 5,415,903 

その他の項目                                      

減価償却費  24,561 24,611 49,173 － 49,173 － 49,173 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額  
40,050 37,896 77,946 － 77,946 15,050 92,996 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、主に市場調査及び

出版・メディア事業等を含んでおります。 

   ２．セグメント利益又は損失の調整額65,717千円には、セグメント間取引消去359,348千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△293,630千円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。 

   ３．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 
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ｅ．関連情報 

当連結会計年度（自  平成23年２月１日  至  平成24年１月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。  

  

(2）有形固定資産 

（単位：千円）  

日本 中国  米国 欧州 合計 

 90,566  685  12,084  5,050  108,387 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 連結損益計算書の売上高の10％以上である顧客がないため、記載を省略しております。  

  

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

当連結会計年度（自  平成23年２月１日  至  平成24年１月31日） 

 該当事項はありません。   

  

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

当連結会計年度（自  平成23年２月１日  至  平成24年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

当連結会計年度（自  平成23年２月１日  至  平成24年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報）  

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。  
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１株当たり純資産額 13,710円07銭 

１株当たり当期純利益金額 2,111円19銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 1,022円87銭 

１株当たり当期純利益金額 172円02銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
165円12銭 

  

──────  当社は、平成23年７月13日付で株式１株につき20株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

  １株当たり純資産額 685円50銭 

１株当たり当期純利益金額 105円56銭 
  

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高がありますが、前連結会計年度に

おいては、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握

できないため記載しておりません。 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

  
前連結会計年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 381,703 651,890 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 381,703 651,890 

期中平均株式数（株） 180,800 3,789,589 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － － 

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） － 158,421 

（うち新株予約権） （－） （158,421） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

－ 

  

－ 
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

 平成23年６月15日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株式を発行しております。 

 平成23年７月13日をもって普通株式１株につき20株に分

割します。 

１．分割により増加する株式数 

普通株式  3,435,200株 

２．分割方法 

 平成23年７月12日最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主の所有株式数を、１株につき20株の割合をもって

分割します。 

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連

結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当連結会計年度における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

581円60銭 685円50銭 

１株当たり当期純利益金

額 

１株当たり当期純利益金

額 

60円11銭 105円56銭 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が

存在しないため記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

については、新株予約権

の残高がありますが、当

社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握でき

ないため記載しておりま

せん。 

  

────── 

  

 


